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5. 当局のサービス

6. お問い合わせ

議題
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適用される事業は?外国人とは?

“外国人”

の定義
適用され
る事業

許可証および証明書の発行

外国人事
業許可証

外国人事
業証明書
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タイ国籍者でない個人1

タイで登記されていない法人2

2.外国人事業の定義および適用された事業

4

海外で登記され
ている

3 タイで登記された法人だが以下の者が50％以上の株
を持つ

タイ国籍者でない
個人

または 海外で登記され
た法人

タイで登記された
法人

≥ 50%
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2.外国人事業の定義および適用された事業



国家安全保障または美術、文化、
習慣、手細工、自然資源、環境に
影響を与える事業

タイ人のみに保護された事業

タイ人が外国人に競争できていない
事業

リスト

1

リスト

2

リスト

3

事業とは? 外国人事業法の添付リスト

商売を目的とする企業
活動

: 分野

農業

工業

民芸品

商業

サービス

その他
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2. 外国人事業の定義および適用された事業



• マネージメントまたは
技術サービス

• ファイナンシャルマネージメント
• 支援サービス:

-一般管理
-製品の研究開発
-ファイナンシャルアドバイサリー
サービス

リスト 3（21）に

基づき、サービスと
見なされる

外国資本
100%まで

IHQに基づく事業
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• 商品、原材料の購買・販売また
は貿易関連サービスの提供

リスト 3（15）に基づき、
サービスと見なされる

外国資本
100%まで

ITCに基づく事業

8

: 国内市場で販売する

: 国際市場で販売する 輸出事業と見なされ、

認可が不要
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第11条
30 日

30 日

60日

第12条

第17条



非税的恩典

認可手続きの短縮
•証明書の発行
•認可
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申請書
提出

案件の
調査

審査
書面に
よる通告

申請書
提出

奨励証書の
有効性の調査

書面に
よる通告

30日
以内

15日
以内

• 第17条

• 第12条

IHQ – ITCの認可過程
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Foreign@dbd.go.th

事業開発局
外国人事業管理部

0-2547-4425-6

ウォークイン

1

2

34

6.お問い合わせ
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